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Ⅰ　序

本稿を纏める経緯は、2019 年 10月に中華民国臺北地方檢察署検事葉燿群

氏（現在：中華民国司法研修所教官）のご高配により、筆者が、臺北監獄及

び新店戒治所を参観する機会を得たことである。

臺北監獄では、典獄長（所長）謝現琦氏、副典獄長蘇維闊氏以下各科長、

新店戒治所では、所長陳燿謙氏、輔導科長温敏男以下各科長からの懇切丁寧

な説明と所内案内を頂き、台湾矯正の実務を理解することができた。

特に、筆者は平成 27年に、早稲田大学文学学術院教授藤野京子氏と「薬

物離脱ワークブック」を作成し、薬物乱用者の依存症回復ツールを提供した

ことや1）、法務省在職中には薬物事犯者への依存症離脱処遇を経験したことか

ら、台湾での取り組みに強い関心を持っていた。

台湾では、1980 年代以降、違法薬物常習者が増加しており、1983 年６月

に行政院は、第１回麻薬会議を実施し、「供給を断ち」、「使用を排除する」

との目標を設定し、さらに「使用者の更生」を重要施策とした。刑事政策の

中で、「医療は正義に優る」、「回復は罰より優る」との原則が打ち立てられ

た。1992 年には、毒品危害防制條例を改正し、薬物事犯者への「観察と治療」

を明確化した。これは懲戒観察業務と拘置所等への付設医療施設による治療

リハビリテーションというデュアルトラック方式の採用であった。その後、

1）　早稲田大学教授藤野京子・本職共著「薬物離脱ワークブック」金剛出版 
平成 27 年
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2003 年以降は、民間医療機関が薬物治療に参加し、2009 年以降は、薬物中

毒者のワンストップサービスのため、行政、警察、教育、保健医療及び労働

部門の協働化が図られた 2）。

台湾における薬物依存症者は、全体的な有病率が 1.15％（前回調査から

0.14％減少）と積算されおり、実数としては、12歳から 64歳までの約 20.4

万人（2.6 万人減少）が薬物乱用を経験しているとされる。但し、今回調査

から導入された、「改変混合薬物（毒コーヒーポッド、有毒プラムパウダー

パケット、有毒レインボースモークなど）」を使用しているものを含めると、

有病率は 1.46％となる 3）。

法制度としては、ドイツ麻薬法（Gesetzuberden Verkehrmit Betaubungsmitteln　

1972 年）に倣い、危険度と医療上の有用性に沿って段階的に分類して指定す

るという仕組みを採っている。また、薬物乱用者は「独立した依存症治療計

画」を提出することにより、刑事犯罪過程から刑事治療過程へ移行できるシ

ステムとなっている。更に、地域医療資源を代替治療施設とするなど、薬物

使用者が自分のニーズに合わせて治療計画を設計できるようになっている。

但し、薬物使用者は、各段階で医療者からの評価を受けることが義務付けら

れ、治療前診断評価は、対象者の薬物使用の重症度に応じて行うことが示さ

れており、解毒治療終了前の治療効果の評価、治療後の効果の評価、治療後

の期間の評価などアセスメントが重層化されている。行政システムとしては、

「毒品危害防制中心」（薬物乱用防止センター）が一元的に方針を策定し、そ

れぞれ専門事項について、内政部、法務部、衛生福利部、労働部、教育部等

が主管となり、それぞれ行動計画を策定している。

2）　法務部 104 年度科技計畫研究報告　網路公開資訊版 / 僅供民眾閱覽　法務部矯
正署新店戒治所　2015 年

3）　http://drug-prevention.fda.gov.tw　「107 国家物質使用調査」から
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Ⅱ　中華民国の行政及び司法体制

１　中華民国の行政組織

中華民国の国家行政制度は、「立法機関」、「行政機関」、「司法機関」及び「考

試院」並びに「監察院」からなる。

立法機関である立法院は、一院制の国会であり、内省委員会以下６委員会

からなる。立法院は、正副司法院長の任命権、行政院長不信任決議、正副総

統罷免案提出権を有するなど、国権の最高位にある。

行政機関は、総統府及び行政院に分かれ、総統府は国家の安全全般を所掌

する。行政院は、内政部以下 14部、僑務委員会以下８委員会、中央選挙委

員会等３独立機関及び中央銀行等からなる。内閣である行政院会議は、正副

院長、正副秘書長、各部大臣、数名の政府委員から構成されている。台北市

長等市長も行政院会議への出席が認められている。総統府は、行政には関与

しないが、五院の正副院長の任命、国家機関・軍との調整、各種式典を掌理

している。

行政院において、薬物問題は重要政策であり、「新世代反毒策略」（新世代

のための抗薬物戦略：民國 106 年（2017 年））を発出し、４年間で 100 億元

を投資し、違法薬物の外国からの流入防止、使用、搬送の禁止と薬物捜査の

強化、薬物密売ネットワークの摘発及び各省庁間のリソースの統合による薬

物教育から依存症者への治療に至るきめ細やかなシステムが構築されてい

る。本施策により、台湾内に４つの薬物乱用防止センターが設置されている。

また、医療コミュニティとして宗教団体や更生保護施設を中心とした「中途

之家」（ハーフウェーハウス）も用意されている。更に、衛生福利部所管事

業では、methadone 代替治療などが実施されている。

中華民国の、矯正事業は、2011 年以前は、法務部矯正司（局）が所掌し

ていたが、2010 年法務部省の改編法が可決され、翌年１月から法務部の付属

機関矯正署が所管することとなった。現在、法務部の組織は、部長（大臣）、

次長以下総合企劃司、法制司、法律事務司、檢察司、保護司、國際及两岸法
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律司及び秘書處（課）ほか４課の組織である。

矯正署は、調査機関、行政執行機関等と並ぶ付属機関であり、総合企劃組

（部）、教化輔導組、安全督導組、後勤資源組及び矯正醫療組、秘書室（課）

ほか４室の組織となっている。

２　司法機関

司法機関は、司法院（裁判所）、知財裁判所、行政裁判所及び公務員懲戒

委員会からなる。考試院は、公務員の人事に関する最高行政機関である。

司法院は、最高法院、高等法院（分院を含め９院）、地方法院（21院）及

び地方法院に付設される少年・家事法院（高雄少年家事法院は独立庁）の構

成となっている。

地方法院は、民刑亊庭及び民刑亊簡易庭となっており、簡易庭は、民事訴

訟法第 427条・第 436条の少額事件を扱う。また、刑事訴訟法第 449条の簡

易案件を扱い、独任制（１人裁判官）である。一般事件は、独任或いは合議

制（３裁判官）であるが、地方法院が簡易庭から上訴を受理し、第二審とな

る場合は合議制である。高等法院は合議制である。また内亂罪、外患罪及び

国交妨害罪は、高等法院が第一審となる。最高法院は、通常事件で第三審及

び第二審となる場合は、６人の合議制であり、部分民事で事実認定の誤りに

よる上訴の場合は、５人の合議制である。

行政裁判所は、第一審が高等行政裁判所であり、終審が最高行政裁判所と

いう二審制をとる。行政裁判が三審制を採用しないのは、「訴願」というシ

ステムを導入しているからである。これは、行政機関の行政行為により侵害

を被った市民が、当該行政機関（元処分庁）へ是正を求める行為であり、訴

願を受け付けた行政機関或いは上部機関の内部審査を実施するもので、調査

機関を「訴願審査委員会」という。訴願先行規定がない事案については、行

政裁判所への提訴が可能である。

知財裁判所は、知的財産法規の特殊性から、民事・刑事及び行政訴訟の機

能を併せ持ったシステムである。特許等の専利法、商標法、著作権法および
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植物品種法等により、保護される権利を侵害された事案の第一審及び第二審

を知財裁判所が管轄する。また、刑法第 253条から第 255条、第 317条等に

より実施される通常裁判（簡易を含む）の判決を不服とする者が上訴する場

合、第二審刑事裁判は、知財裁判所が管轄する。専利法、商標法、著作権法

及び植物品種法等に係る第一審行政訴訟に対する上訴の管轄権を持つ。また、

司法院が知的財産裁判所を管轄裁判所と指定した場合の第一審裁判所 4）とし

ての機能を有する。

少年法院は、12歳以上 18歳未満（虞犯については、７歳以上 12歳未満）

の少年が対象で、法院受理後、少年調査官による審判前調査が実施される。

その後、裁判官による法廷調査が行われ、審判不開始、審判開始及び検察官

移送の判断がなされる。

裁判に関しては、民國 100年（2011 年）の司法院司法改革促進会議が「人

民観審制度」を答申し、一般人の訴訟参加制度が創設された。「人民観審判

制度試行条例」によると、23歳以上高校卒の市民が一審の裁判に参加、被告

を尋問、証拠の調査をすることができ、また弁論時には意見を裁判長に述べ

ることが規定されている。しかし、観審員は「陪審員」ではなく、一審裁判

に参加し、被告への尋問・証拠の調査を行い、意見陳述を行うが、被告の有

罪無罪の決定をしないこととなっている。特徴的な点は、裁判長は観審員の

意見に従う責任は無いが、若し両者の意見に違いがあれば、裁判長が判決書

にその意見の食い違いを説明することが義務付けられていることである。現

在は、「參審制」と呼称している。

中華民国の警察組織は、中央政府内務部に警政署があり、台北市ほか５市

に政府警察局があり、省・縣に地方警察局が置かれている。警政署には、総

務部門ほか７部門、監査室ほか８室が置かれている。署の業務局としては、

刑事警察局等４局、保安警察第一総隊等 11隊、警察通信所等４所及び警察

学校が組織されている。根拠法は、警察法（民國 42年 1953 年）、警察職権

行使法（民國 92年 2003 年）、警察勤務法（民國 61年 1972 年）、社会秩序維

4）　智慧財産裁判所組織法第３条第４款
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持法（民國 80年 1991 年）等がある。

內政部警政署 107年（2019 年）重要政策では、第三番目に「毒品危害防制」（薬

物乱用防止）が掲げられ、1. 全国医薬品データベースの構築、2. 厳重な薬物

事犯者逮捕、3. 薬剤供給の遮断、4. 共同服薬防止機構の構築を目標としてい

る 5）。

法務部は、法規委員会、法律実務司、檢察司、等 12部門からなり、直属

機関として、檢察機関、矯正機関等がある。また、調査局は、司法警察権を

有し、国家安全に関する捜査権を持つ。

檢察機構は、法務部の所管に属し、司法院の裁判所単位に対応する設置と

なっている。組織としては、最高檢察署、高等檢察署及び地方檢察署の構造

である。それぞれ、檢事総長、檢事長及び檢事正が置かれる。高等檢察庁は

６か所、地方檢察庁は 21か所となっている。

檢事は、刑事事件についての捜査及び起訴・不起訴処分を行い、裁判所に

対する公訴権及び刑の執行指揮・監督する権能を与えられている。刑事訴訟

法第 264条３項で、一件記録が起訴状とともに裁判官へ送られ、裁判官はそ

れを読み込んだ上、公判に臨むこととなっており、起訴状一本主義は採用し

ていない。公判廷でも裁判官が被告人や証人へ質問・尋問を行うことが多く、

檢察官や弁護人が質問・尋問を行うことは少なく、我が国のシステムとは異

にする。參審制（旧観審制）を採用した実状から、人民観審試行条例草案 45

条１項では、「裁判官、観審員、補充観審員は、第一回公判期日前には起訴

状以外の一件記録及び証拠に接してはならない。」と規定しており、一件記

録を裁判官のみが事前に承知することの弊害を法律（案）自ら認知したこと

となる。しかしながら、參審制の場合のみ起訴状一本主義を採用し、通常審

の場合は従来のどおりとするダブルスタンダードな扱いは、裁判の公平性や

信頼性から疑義が多いものと言える。これは、刑事訴訟法第264条２項２号で、

起訴状に犯罪事実の記載を命じていることや、同第267条、同第300条により、

事件の内容を大きく変更しない限り（同一性が担保されれば）、自由に事実

5）　中華民国内政部警政署 107 年施政重點與工作績効　警政署　第２頁（共７頁）
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確定ができることから、裁判官への一件記録の事前提出が必要とされること

に起因する、法令上の問題と言える。

考試院は、公務員試験の実施、任免、昇進、身分保障及び退職に関する事

務を所管する。考試院を一般の行政機関から独立させた理由は、行政機関が

恣意的に人材を登用することを防止し、また、公務員の腐敗防止の観点から

である。中華民国では、司法、行政と対等の地位と考えられている。考試院

の考試委員は、若干名とされており、決まった定数ではない。

監察院は、29名の監察委員が配置され、公務員の問責・弾劾、行政機関

への会計監査を行うことを業務としている。本来、立法院の権能とされる事

項を独立の監査院としたのは、権力の立法機関への集中を回避することを目

的としている。

刑事罰の執行機関である矯正部門は、法務部矯正署が主管する。民國 88

年（1999 年）「法務部組織法」と「法務部矯正署組織法」が公布され、それ

まで法務部矯正司（局）であった矯正部門は、法務部の外局となった。組織は、

監獄（刑務所）26施設、戒治所（治療施設）４施設、技能訓練所（刑事職業

指導施設）３施設、少年輔育院（少年矯正施設）２施設、矯正学校（義務教

育課程の施設）２施設、看守所（拘置所）12施設及び少年観護所（少年調査

施設）２施設からなる 6）。

監獄（刑務所）の組織は、典獄長（所長）副典獄長（副所長）、観務委員會（刑

務所業務の監視・監督）、保釋審査委員會（仮釈放審査）、その他委員會が６

委員會あり、その他に秘書（広報、部門間調整、研究活動等を担当）が設置

されている。実務部門は、戒護科（保安課）、教化科（教育課）、総務科（事

務課）、衛生科（医務課）、調査分類科（分類課）、作業科（作業・職業指導

課）、人事室（人事課）、會計室（経理課）、統計室（統計課）、政風科（風紀課）

及び分監（支所）からなる。

看守所（拘置所）は、所長、副所長、秘書及び業務委員會（業務監督委員

会）からなり、実務部門は、戒護科（保安課）、輔導科（指導課）、衛生科（医

6）　民國 99 年（2010 年）法務部矯正署組織法第５条　同年　法務部矯正署編制表
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務課）、作業科（作業・職業指導課）及び総務科（事務課）、人事室（人事課）、

政風室（風紀課）、會計室（会計課）及び統計室（統計課）で構成されている。

戒治所（治療施設）は、所長、副所長、秘書及び所務委員會（業務監督員会）

及び師資評鑑委員會（専門職評価員会）からなり、実務部門は、戒護科（保

安課）、衛生科（医務課）、輔導科（指導課）、社工科（調査・保護課）、総務

科（事務課）及び人事室（人事課）、會計室（会計課）、政風室（風紀課）で

構成されている。

台湾矯正施設と我国の矯正施設との比較で、大きく異なる部分は、総務科

が処遇系統部門に配置され、名籍業務いわゆる入出所管理や、調達事務、国

有財産管理事務等を行っていることである。また、種々の委員会が設置され

ているが、我国の矯正施設視察員会と異なるところは、所長、教育部門・医

務部門責任者が構成員であり、外部識者として法律家、学者その他専門家に

ついて矯正署が受理した者がメンバーとなる。また、保釋審査委員会の場合、

この委員会の決定が施設の決定事項となる。

Ⅲ　中華民国における薬物犯罪の趨勢

１　概要

民國 103 年（2014 年）衛生福利部・法務部・教育部・外交部「103 年反

毒報告書」によると、医療機関からの薬物乱用報告件数は増加傾向を示し、

2013 年は 19,535 件あり、1999 年の 2,132 件と比較し、約９倍である。件数は

2008 年がピークで 21,610 件であり、漸減傾向に在ったが、2012 年以降増加

している。2013 年における薬物乱用者の年齢分布は、30～ 39 歳が 39.6％、

40～ 49歳が 31.9%、20～ 29歳が 11.8％となっており、10～ 19歳は 0.7％で

最下位である。薬物乱用の上位３位はヘロイン 13,458 件（68.9％）、アンフェ

タミン 4,704 件（24.1％）、ケタミン 1,421 件（7.3％）となっている。また、

医療機関から通知された各年齢層での使用薬物率は、19歳以下では 44.7％が

ケタミン、20～ 29歳では 37.5％がアンフェタミン、30～ 39歳では 61.6%（そ
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れ以上の年齢でも 70％以上）がヘロインとなっている 7）。

このような実状から、行政院は旧来の違法薬物及び新興薬物（危険ドラッ

ク）対策たのめ「新世代反毒戦略」を策定し、2017 年から 2020 年までに

100 億台湾ドル（日本円 370 億円）を投入し、薬物犯罪行為の抑制、薬物依

存症者への治療処遇及び多機関連動による対策を講じている。

下表は、地方檢察署による罪種別の起訴件数を年別集計したものであるが、

５年前と比較し、毒品危害防制條例（薬物乱用防止法）による起訴は、41％

の増加である。

地方検察検署の起訴件数

年年次次 総総数数
公公      共共
危危険険罪罪

薬薬物物乱乱用用
防防止止法法

窃窃盗盗罪罪 傷傷害害罪罪 詐詐欺欺罪罪 賭賭博博罪罪
有有印印文文書書
偽偽造造罪罪

自自    由由
妨妨害害罪罪

横横領領罪罪 殺殺人人罪罪 そそのの他他

22001188 223388,,556688 5566,,995599 5533,,335566 2266,,114400 2255,,227766 1199,,331166 66,,116644 44,,886644 44,,224444 22,,663344 22,,112299 3377,,448866

22001177 223399,,448833 6611,,444433 5511,,002200 2266,,552299 2244,,661155 2200,,993399 77,,446666 55,,000022 44,,338855 22,,774455 22,,334477 3322,,999922

22001166 223355,,554499 6633,,111144 5500,,117799 2255,,227788 2233,,779977 1177,,009955 88,,669944 55,,111188 44,,224499 22,,551199 22,,445544 3333,,005522

22001155 222266,,227788 6677,,333300 4422,,336644 2255,,221177 2211,,993366 1111,,556633 99,,445511 55,,779900 44,,007711 22,,229999 22,,338899 3333,,886688

22001144 221199,,112211 6699,,660055 3377,,777799 2233,,771133 2211,,116622 1100,,113388 88,,887722 66,,550099 33,,990077 22,,550011 22,,335566 3322,,557799

比比率率 110088..8888%% 8811..8833%% 114411..2233%% 111100..2233%% 111199..4444%% 119900..5533%% 6699..4488%% 7744..7733%% 110088..6633%% 110055..3322%% 9900..3377%% 111155..0066%%

法務統計年報　肆、提要分析　P4-15 から筆者集計

次表は、薬物別起訴人員及び裁判確定の結果を示したものである。

起起訴訴人人員員 裁裁判判確確定定人人員員

22001188 5533,,335566 1166,,223399 3344,,881177 22,,330000 4444,,554411 44 2288,,665533 99,,002200 33,,000022 11,,665533 11,,119944 11,,001100 55

22001177 5511,,002200 1155,,669999 3333,,447711 11,,885500 4433,,228811 00 2277,,882200 99,,339933 22,,777755 11,,444411 11,,004499 880000 33

22001166 5500,,117799 1166,,113355 3311,,995588 22,,008866 4400,,662255 11 2255,,665566 99,,118800 22,,774444 11,,225500 11,,002200 777700 44

22001155 4422,,336644 1144,,666699 2255,,330044 22,,339911 3355,,996600 44 2211,,557777 88,,556622 22,,775544 11,,229988 11,,009900 667700 55

22001144 3377,,777799 1133,,772288 2211,,335500 22,,770011 3344,,667722 77 1199,,336622 88,,555566 33,,000033 11,,447700 11,,551188 775511 55

比比率率 114411..2233%% 111188..2299%% 116633..0088%% 8855..1155%% 112288..4466%% 5577..1144%% 114477..9999%% 110055..4422%% 9999..9977%% 111122..4455%% 7788..6666%% 113344..4499%% 110000..0000%%

法務統計年報　肆、提要分析　P4-27　から筆者集計

地方檢察署規制薬物別件数調べ

11年年以以上上
33年年未未満満

33年年以以上上
77年年未未案案

77年年以以上上 罰罰金金 免免訴訴無無期期懲懲役役 66月月以以下下
11年年未未満満
66月月迄迄

年年次次

総総数数総総数数
第第11級級
薬薬物物

第第22級級
薬薬物物

そそのの他他
薬薬物物

第２級薬物での起訴人員が 63％の増加と急増している。また、裁判結果

については、近時の法改正により、併科罰金の増額が図られたことに影響さ

れたものか、罰金が 34％増加しているとともに、代替治療等民間医療機関に

7）　同報告書（103 反毒報告書）　P12 ～ 14
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よる治療の影響から長期刑の減少、短期刑の増加が結果として現れているも

のと推認できる。

下表は、薬物中毒者の治療処遇実施機関別人員数である。民國 95年（2006

年）から代替治療期間での治療を条件とした緩起訴（起訴猶予）処分が始まり、

10年間で 800倍の数値である。解毒治療（勒戒）及び強制治療（戒治）が大

きく減少しているのと好対照である。

薬薬物物中中毒毒者者のの処処遇遇施施設設等等分分布布状状況況

西西暦暦 刑刑務務所所
解解毒毒観観察察治治療療

（（勒勒戒戒所所））
強強制制治治療療
（（戒戒治治所所））

起起訴訴猶猶予予民民間間
医医療療

11999944 1188,,775566

11999955 1166,,228899

11999966 1144,,556644

11999977 1155,,112211

11999988 1111,,223311 22,,220044 55,,336622

11999999 77,,991111 22,,444477 88,,112299

22000000 77,,114400 11,,884455 1100,,228833

22000011 88,,662266 11,,119933 88,,448855

22000022 88,,005577 11,,224499 88,,776688

22000033 88,,889911 11,,009933 88,,553377

22000044 1111,,223355 11,,222266 11,,991199

22000055 1122,,226677 11,,335555 22,,007711

22000066 1133,,220011 11,,550044 22,,116633 8844

22000077 66,,994422 11,,880044 22,,884499 776600

22000088 1122,,889933 11,,111133 22,,449999 11,,220022

22000099 1144,,997700 11,,006633 11,,330066 11,,667777

22001100 1144,,221133 11,,111199 11,,001111 22,,331155

22001111 1133,,119977 888833 773344 33,,770077

22001122 1122,,114411 882233 557722 33,,330033

22001133 1100,,994477 772277 447744 22,,776622

22001144 99,,880088 771122 443300 22,,330088

22001155 99,,662288 992222 443399 22,,447777

22001166 1100,,227722 994499 552233 33,,220077

22001177 1100,,770066 770022 442233 66,,778888

  ((注注））  １１　　法法務務部部統統計計資資料料22001188年年度度　　((筆筆者者集集計計））

　　　　　　  ２２　　刑刑務務所所・・解解毒毒観観察察治治療療所所・・強強制制治治療療施施設設のの数数はは

　　　　　　　　　　各各年年1122月月末末日日数数字字

行政院による「新世代反毒策略」では、各省庁及び地方政府の薬物対応部

署の有機的連携を確立し、それぞれが保有するデータを統合し、ビッグデー

タ化した。このビッグデータの分析及び解析により、薬物使用者、販売者及
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び運送ルート等の情報を共有している。また、司法機関、医療機関及び社会

福祉施設の連携による依存症者への治療・支援を提供している。

行政担当別では、「薬物乱用の拒絶・防止意識の向上」を教育部、内政部、

地方自治体が主管し、「薬物依存者の治療」については、衛生福利部、法務

部、地方自治体が主管する。更に、「薬物流通の監視」について、衛生福利部、

経済部、内政部、財政部、行政院海岸巡防署、法務部が連携し、「薬物取締」は、

法務部をメインに財政部、内政部、国防部、行政院海岸巡防署が協力する体

制である。

図式化すると以下のとおりとなる 8）。

3. 戒治處遇成效評估辦法 (民國 93 年 02 月 24 日 ) 
4. 受戒治人必需物品及飲食送入管理辦法 (民國 93 年 07 月 02 日 ) 
5. 受戒治人所外戒治實施辦法 (民國 88 年 02 月 24 日 ) 
1. 醫院附設勒戒處所委託辦法 (民國 93 年 12 月 16 日 ) 
2. 觀察勒戒處分執行條例 (民國 107 年 06 月 13 日 )EN 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

薬薬  

物物  

乱乱  

用用  

防防  

止止  

対対  

策策 

 

初初

期期

需需

要要

低低

減減  

 

 

需需

給給

両両

面面

抑抑

制制  

策策 

 

薬薬物物予予防防セセンンタターー  主管 教育部 

 法務部・内政部・國防部・経済部・交通部・衛生福利

部・労働部・文化部・行政院海岸巡防署・國軍退役官

兵輔導委員會・國家發展委員會・臺北市政府・桃園

市政府・臺中市政府・臺南市政府・高雄市政府 

 

 
薬薬物物治治療療セセンンタターー  主管 衛生福利部 

 法務部・教育部・國防部・内政部・労働部・國軍退役

官兵輔導委員會・22 縣市政府 

薬薬物物監監視視セセンンタターー  主管 衛生福利部 

 経済部・内政部・法務部・教育部・外交部・國防部 

・財政部・行政院海岸巡防署・國家發展委員會 

反反薬薬物物協協力力セセンンタターー  主管 法務部 

 内政部・外構部・國防部・財政部・行政院海岸巡防

署・行政院大陸委員會・行政院農業委員會・金融監

査管理委員會・國家通訊傳播委員會・國家發展委員

會 

 

 

8）　行政院反毒大本榮　組織架構與分工　2016.11.21　から引用（和訳）
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２　中華民国における薬物事犯者への処分方式

（１）法整備関係

中華民国における薬物事犯者及びその支援機関（者）への適用法令は、基

本法である刑法 9）を除き、取締関連法規類として以下のものがある 10）。

①毒品危害防制條例（民國 81年、同 109年改訂））<薬物乱用防止法＞　

②同法施行細則（民國 82、同 102年改訂）＜薬物乱用防止法施行令＞

③防制毒品危害獎懲辦法（民國 108年）＜薬物防止のための宥恕と罰則の

ガイドライン＞

④毒品危害事件統一裁罰基準及講習辦法 （民國 98年）＜薬物事件及び訓

練方法に関する統一基準＞

⑤毒品戒癮治療實施辦法及完成治療認定標準（民國 102年）＜薬物中毒治

療の実施方法と完治治療の認定基準＞

⑥毒品防制基金收支保管及運用辦法（民國 107年）＜薬物管理基金の収支

の確保とその活用のためのガイドライン＞

⑦特定營業場所執行毒品防制措施辦法（民國 107年）＜特定の事業所にお

ける薬物管理措置の実施ガイドライン＞

⑧偵辦跨國性毒品犯罪入出境協調管制作業辦法（民國 107年）＜海外から

の薬物犯罪に対する調整と管理のためのガイドライン＞

⑨轉讓毒品加重其刑之數量標準（民國 98年）＜罰則を加重すべき薬物の

移動に関する定量基準＞

⑩醫藥研究或訓練用毒品及器具管理辦法（民國 93年）＜医学研究又は研

修のための薬物及び関連機器の管理のためのガイドライン＞ 

また、薬物事犯者の治療処遇等のための法整備もなされており、次の法

9）　中華民国刑法（民國 24 年改正同 109 年）第 12 章保安処分第 88 条では、「麻薬
中毒の人は、刑の執行前に適切な施設に入るよう命ぜられる」としている。第 89
条では、アルコール依存症についての同旨の規定もある。更に第 20 章あへんの犯
罪では、第 256 条から第 265 条までモルヒネ、コカイン、ヘロインについて規定し
ている。

10）　全國法規資料庫（law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?pcode=C0000008）
から検索
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令が運用されてる。

①戒治處分執行條例（民國 87年・96年改正）＜強制治療執行法＞

②觀察勒戒處分執行條例（民國 87年・改正 107年）＜解毒治療観察法＞

③戒治處遇成效評估辦法（民國 93年）＜強制治療効果評価のガイドライ

ン＞

④受戒治人必需物品及飲食送入管理辦法（民國 93年）＜被治療者日用品・

飲食物差入のガイドライン＞

⑤受戒治人所外戒治實施辦法（民國 88年）＜被治療者の施設外治療のガ

イドライン＞

⑥醫院附設勒戒處所委託辦法（民國 93年）＜病院に付設する解毒治療所

設置のための委託措置ガイドライン＞

これらの法令により、薬物対策が実施されている。

我が国の場合、取締関連法規としては、刑法（明治 40年法律第 45号）、

覚せい剤取締法（昭和 26年法律第 252 号）、毒物及び劇物取締法（昭和 25

年法律第 303号）、あへん法（昭和 29年法律第 70号）、大麻取締法（昭和 23

年法律第 124号）、麻薬及び向精神薬取締法（昭和 28年法律第 14号）、医薬

品医療機器法（昭和 35年法律第 145 号）等があるが、薬物事犯者への治療

的処遇としては、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成 17

年法律第 50号）の第 103条第２項に規定があるほか、少年院法（平成 26年

法律第 58号）の第 24条の生活指導の一環とする指導や同法第 44条の社会

復帰支援及び医療に関する規定があるが、その内容や手段及び評価に関する

規定（モニタリングとアセスメント）はない。また、刑法の一部を改正する

法律に関連した「薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予に

関する法律」（平成 25年法律第 50号）により、保護観察期間における「薬

物離脱プログラム」を受けることが義務付けられている以外は、治療に関す

る法令はない。治療に関する唯一の法令は、心神喪失等の状態で重大な他

害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成 15年法律第 110号）

であり、治療に関する統合化や連携システム構築に関する法整備は未整備状
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態と言える。中華民国の薬物事犯者への細やかな法整備とは好対照となって

る。

なお、中華民国における薬物事犯者に対する罰則は、次表のとおりである。

（毒品危害防制條例から筆者作成）

（２）執行関係

毒品危害防制條例（薬物乱用防止法）に基づく、治療・支援体制は、下図

のとおりである。法務部の指導のもと、地方政府毎に薬物乱用防止センター

が設置され、治療支援、就労支援、家族調整支援及び矯正施設からの治療継

続支援を行うとともに、民間医療機関や中間支援施設との協働的な体制を構

築している。それぞれ毒品危害防制條例（薬物乱用防止法）の各規定が根拠

となっている。
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毒品危害事件統一裁罰基準及講習辦法（薬物事件及び訓練方法に関する統

一ガイドライン）第１及び２条では、毒品危害防制條例（薬物乱用防止法）

第 11条第１項４号に規定に基づき、罰金及び薬物乱用防止教育の実施主体

は、地方政府（中核自治体）の警察官署が行うこととしている。また、同法

第３条で、治療・衛生教育は地方政府（中核自治体）の保健所が主管し、専

門医療機関を指定し、当該施設へ委託することとしている。なお、同法第６

条で、成人と未成人は別個に実施することを命じている。更に、正当な理由

なく教育・治療を忌避した場合は、行政執行法（民國 21年）により、罰金

刑が科せられる。

次に、毒品戒癮治療實施辦法及完成治療認定標準（薬物依存症治療の実

施措置と治療終了の認定基準）は、中毒治療を実施する対象を、第１レベル

及び第２レベルの薬物を使用する者とし、①起訴前に、故意に他の罪を犯し

たとして別件起訴される者、②起訴猶予と刑罰の前に、別件の仮釈放が取り
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消された者、③起訴猶予がつく前の勾留や有期刑の執行などが予定されてい

る者は対象外である。同法による依存離脱治療は、「薬物療法」、「心理療法」

及び「社会復帰療法」としている。治療は対象者の同意を必要とし、１年以

内とされ、治療中は、①尿中薬物・代謝物検査、②肝機能検査、③B型肝炎

の表面抗原・抗体検査、④C型肝炎抗体検査、⑤ヒト免疫不全ウイルス感染

症スクリーニング、⑥梅毒の血清検査、⑦胸部X線、⑧心電図を受けなけ

ればならないとしている（同法第６～８条）。

これらの期間は起訴猶予期間であり、①治療中、理由なく７日以上薬物治

療を受けていない、②治療の途中で、指定された時間内に３回以上、理由も

なく心理療法や社会復帰治療を受けない、③治療機関の職員に対する暴行、

強要、脅迫等の行為があったとき、④執行猶予期間中に検察官や司法警察が

尿を採取し、薬物の陽性反応が出たときは、起訴猶予処分が取り消される（同

法第 11～ 12 条）。また、治療の費用は原則として、本人負担である（同法

第 14条）11）。

（３）　緩起訴制度について

中華民国では、司法制度改革が進行しており、緩起訴（起訴猶予処分）が

有効な手段と解されている。刑事訴訟法第253条の１に規定される緩起訴は、

重大性のない犯罪で、被疑者が行為を認め、かつ被疑者の同意が得られた場

合は、検察官が緩起訴処分を下すことで成立する。裁判の迅速化や経済的・

物理的負担の軽減を図るものである。中華民国の刑事訴訟制度では、起訴状

一本主義を採っておらず、裁判所も犯罪を訴追する役割を有していた。司法

改革により裁判所は、純然たる審判機関となり、一方で検察官に直接処罰権

である「緩起訴」権限を付与した。緩起訴の要件で重視されるのは、被害者

の同意であることから、検察官が緩起訴を命ずる場合、①被疑者に対する賠

償、②公益財団又は国庫への支払い、③地域社会でのボランティア活動及び

④改善更生を命ずることとなっている。

11）　別添資料１参照
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被疑者にとって、犯罪事実を証明する証拠があり、否認が難しい場合、不

起訴処分は見込めず、緩起訴を選択し通常裁判に移行することを避けるメ

リットは、経費、時間及び精神的負担を軽減できるメリットがある。

但し、猶予期間中に新たな有期以上の罪を犯した場合、起訴猶予となる前

に別件があることが判明し、有期刑以上の判決があった場合及び緩起訴に付

随した命令を履行しなかった場合は、通常起訴に移行する 12）。

緩起訴治療実施のプロセスを図表化すると下表おとおりとなる。

12）　刑事訴訟法民國 17 年改正同 105 年第 253 条の１～第 255 条
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（４）　勒戒及び戒治

ア　勒戒処分（解毒治療観察処分）

觀察勒戒處分執行條例（民國 87年・改正 107 年）にいう「勒戒」とは、

薬物依存を解消する、断薬を促すといった意味である。毒品危害防制條例の

規定によれば、第１レベルの薬物使用者には６月以上５年以下の懲役刑、第

２レベルの薬物使用者には最高３年の懲役刑を宣告できる。検察官は該当者

を起訴（緩起訴とならなかった者）し、裁判所が「勒戒処分」を裁定すると、

勒戒所での観察と解毒治療を受けることとなる 13）。裁判所が裁定を拒否した

場合や裁定期間を経過した場合は、被留置者は直ちに釈放される。被請求人

が少年の場合は少年裁判所（少年法院）が勒戒の裁定を下すこととなるが、

その間、被請求人は少年輔育院（少年矯正施設）へ収容される。

勒戒（解毒治療）期間は２月を超えないこととなっている 14）。観察実施後、

検察官または裁判所は、勒戒所の報告に基づいて、薬物の使用を継続しない

と評価された者は直ちに解放するものとしている。薬物を継続して使用する

虞があると評価された者は、検察官が起訴し、裁判所は「戒治」を命じるこ

ととなる。「戒治」は強制治療処分であり、６か月以上１年未満の期間とさ

れている。

施設は、矯正施設に付設されている。被勒戒人は、他の身分の被収容者と

は分隔され、性別、成年未成年の区別も厳重に行われている 15）。期間満了７

日前に被勒戒者が薬物を継続使用する傾向があるか否かの評価を行い、検察

官又は少年法院へ報告することになっている。再使用のおそれがないと判定

された場合、検察官又は少年法院は、退院の命令又は裁定を発することとな

る。期間内に退院の命令又は裁定がない場合は、期間満了をもって退院とし、

施設からその旨を検察官又は少年法院へ通知することとなる 16）。

勒戒中の指導は、断薬観察、カウンセリング、依存解消指導及び宗教教誨

13）　觀察勒戒處分執行條例第３条
14）　毒品危害防制條例」第２條
15）　觀察勒戒處分執行條例第５条後段
16）　同條例第８条
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の受講である。基本的には、生理学的依存を廃止し、薬物使用の継続性の有

無を調査観察することが主業務となる。その期間中、随時の尿検査が実施さ

れる。また、「勒戒」及び「戒治」終了後、５年以内に犯した再犯は治療処

分の対象にならず、直接処罰の対象となる。また、勒戒中の経費は、本人（少

年の場合は保護者）の負担であり、施設からの請求に基づき国庫へ納入する

こととなる。費用は食費が１日 67元（少年は 84元）、診察料１日 40元、医

薬品費１日33元、尿検査キット代１回200元となっている 17）。月額概ね4,400

元程度である。自首した者及び貧困者で支払い能力のない者は、市町役所の

発行する低所得者であることを証明する書類を提出することで免除される。

自首者は、裁判所の刑事評決の写し等が免除書類となる。

　　9999年年   99,,550011   99,,550011   77,,669900   11,,881111   11,,880077   77,,669944   --   99,,444455   11,,443333   77,,669922   332200   11,,886666   77,,557799   --   11,,111199   224488   887711   --  

110000年年 99,,446677   88,,448822   77,,996611   552211   11,,334477   77,,113355   --   99,,770033   11,,006699   77,,339944   11,,224400   11,,558866   88,,111177   --   888833   116633   772200   --  

110011年年 1100,,333377   66,,996699   66,,668877   228822   991166   66,,005533   --   1100,,339977   776633   66,,114488   33,,448866   11,,442288   88,,996699   --   882233   110077   771166   --  

110022年年 99,,995500   66,,770000   66,,227788   442222   881144   55,,888866   --   1100,,004466   665533   66,,003399   33,,335544   11,,225588   88,,778888   --   772277   9988   662299   --  

110033年年 99,,007722   55,,997788   55,,227766   770022   660022   55,,337766   --   99,,008822   660077   55,,227733   33,,220022   997733   88,,110099   --   771177   9900   662277   --  

110044年年 1100,,220099   66,,771155   66,,000033   771122   664499   66,,006666   --   1100,,000044   662222   55,,778855   33,,559977   999911   99,,001133   --   992222   9977   882255   --  

110055年年 1111,,669988   77,,771144   77,,002200   669944   770000   77,,001144   --   1111,,667711   669988   66,,886611   44,,111122   11,,008811   1100,,559900   --   994499   9977   885522   --  

110066年年 99,,884400   66,,772200   55,,555566   11,,116644   661177   66,,110033   --   1100,,008877   660044   66,,226644   33,,221199   993322   99,,115555   --   770022   7777   662255   --  

110077年年 77,,446622   55,,001111   44,,110022   990099   443333   44,,557788   --   77,,771122   447744   44,,668811   22,,555577   770033   77,,000099   --   449944   4455   444499   --  

110088年年 55,,559955   33,,778866   22,,993344   885522   336633   33,,442233   --   55,,776633   338844   33,,447766   11,,990033   553355   55,,222288   --   336699   4422   332277   --  

110099年年 22,,337733   11,,558899   11,,444411   114488   115599   11,,443300   --   22,,444444   113322   11,,448811   883311   224466   22,,119988   --   332255   4411   228844   --  

說明明：：退退院院者者数数ににはは、、薬薬物物使使用用をを継継続続すするる傾傾向向ののなないい退退院院者者、、薬薬物物使使用用をを継継続続すするる傾傾向向ののああるる退退院院者者、、治治療療ののたためめにに紹紹介介さされれたた退退院院者者、、入入所所をを拒拒否否ししたた
退退院院者者、、裁裁定定期期限限をを過過ぎぎたた退退院院者者、、他他のの施施設設にに紹紹介介さされれたた退退院院者者ののすすべべててがが含含ままれれるる。。　　　　　　　　　　110099年年はは11月月～～66月月

勒勒戒戒處處所所收收容容人人數數

年年  月月  別別
((単単位位：：

人人））

入入　　所所　　人人　　員員 出出    所所  人人  員員 年年末末人人員員

初初
次次
入入
所所

新新
入入
所所
人人
員員

再再
次次
入入
所所

第第
一一
級級
薬薬
物物

第第
一一
級級
薬薬
物物

第第
二二
級級
薬薬
物物

回回数数 薬薬物物分分類類

計計

薬薬物物利利用用傾傾向向 薬薬物物分分類類

計計

第第
三三
級級
薬薬
物物

第第
一一
級級
薬薬
物物

第第
二二
級級
薬薬
物物

第第
三三
級級
薬薬
物物

そそ
のの
他他

第第
三三
級級
薬薬
物物

継継　　    続続
使使    　　用用
傾傾    　　向向

出出
所所
無無
継継
続続

--2200..11 --1199..99 --77..66

第第
二二
級級
薬薬
物物

--6655..22

年年
末末
入入
所所
人人
員員

較較上上年年
同同期期
增增減減%%

--2200 ----1199..66 --99..66 --2211..88 -- --1188..55 --66..88--1144..11 --2200..66 -- --2200..77 --3322 --2200..22

（矯正署統計 109年版から引用）

17）　法務部所屬看守所及少年觀護所附設勒戒處所勒戒費用收取作業要點」
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イ　戒治処分（強制治療処分）

毒品危害防制條例及び法務部戒治所組織通則之規定に基づき、勒戒処分経

過後も引き続き薬物使用のおそれがある者に対しては、これららの対象者を

収容し、依存症治療を実施する施設が用意されている。検察官の戒治命令又

は少年法院の戒治裁定により、強制的な治療を必要としなくなるまで６か月

を超え１年を超えない期間、療養施設での強制治療を命じることができると

されている 18）。

戒治処分による治療を受けた日から６か月を経過し、戒治處分執行條例施

行規則第 17条による評価を受け、継続治療の必要がないと判定された場合

は、戒治所は証拠（判定の基礎となったもの）を付して、検察官、裁判所又

は少年法院へ報告し、戒治処遇の停止及び施設退所の措置を執行する。

戒治所の処遇は、本人の心身の健康状態、個別の問題性、家族関係及び性

習慣などを調査し、治療処遇計画を策定する。６か月から１年の治療を実施

することとなるが、その期間を３つに分け、第１期を「調整期間」、第２期を「心

理的支援期間」、第３期を「社会適応期」としている。 第１期では体力及び

忍耐力の育成と薬物治療の心搆の育成を主眼としており、体育活動や衛生教

育及び薬害予防教育を実施している。第２期では薬物離脱の動機付け、意欲

喚起に焦点を当てた治療をすることとし、個別治療としての心理カウンセリ

ング、小グループによる薬害予防セッション等を行うとともに、集団治療と

して、薬物離脱治療・再使用防止治療、自己再確認・価値観変容、感情統制・

ストレス調整、動機付け強化・問題解決能力向上、家族療法等を実施してい

る。第３期では、対人関係能力、問題解決能力を再構築し、円滑な社会復帰

を目指す指導を行うこととし、併せて、出所後の治療引継ぎ支援や薬物乱用

防センターへの引継ぎ等を行っている 19）。戒治所では、それぞれの段階で治

療・処遇の効果評価を行い、検察署及び地方法院（裁判所・少年法院）へ報

告することとなっている。なお、戒治中の経費は、勒戒処分と同様、被戒治

処分者の負担である 20）。

18）　毒品危害防制條例第 20 條第２項
19）　戒治處分執行條例第８条～ 15 条
20）　同條例第 24 条では、毒品危害防止條例第 30 条の規定よるとする。
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毒品戒癮治療實施辦法及完成治療認定標準（薬物中毒治療の実施方法と完

治治療の認定基準）第６条では、緩起訴（起訴猶予）処分を命ずる前に、検

察官は被告の同意を得た上、中毒治療に参加することを許可する。また、検

察官は治療機関に指定した施設及び中毒治療の完了について説明する必要

があるとしている。同基準３条、７条及び 14条により、薬物依存症治療は、

薬物治療、心理治療及び社会適応治療によるとされ、連続して１年を超えな

いこととされている。治療後７日以内に尿中薬物、代謝物検査及び毛髪薬物

残留検査を実施し、尿検査は３回実施することとなっている。

治療期間中、７日以上薬物治療を受けなかった場合、指定期間中３回以上

心理療法を受けなかった場合、治療期間中、職員への暴行、強要及び脅迫が

あった場合及び起訴猶予期間中、検察又は警察の尿検察において陽性反応が

出た場合には、戒治処分が取り消される場合がある 21）。

入入 撤撤戒戒

総総 所所 回回治治 執執 停停 免免戒戒

人人 停停入入 行行 止止 除除治治

数数 数数 止止所所 満満 戒戒 　　期期

期期 治治 　　間間

　　のの

　　9999年年 33,,222233   11,,330066   11,,991177   11,,447700   882233   664477   -- 22,,221122   11,,773377   5555   11,,668822   -- 11,,001111   555588   445533  

110000年年 22,,448888   11,,001111   11,,447777   11,,009944   558877   550077   -- 11,,775544   11,,334444   3355   11,,330099   -- 773344   339966   333388  

110011年年 11,,661188   773344   888844   880011   442299   337722   -- 11,,004466   994400   1111   992299   -- 557722   228866   228866  

110022年年 11,,331100   557722   773388   667744   336666   330088   -- 883366   774433   1122   773311   -- 447744   226600   221144  

110033年年 11,,116600   447744   668866   662233   227799   334444   -- 773300   665511   1133   663388   -- 443300   118855   224455  

110044年年 11,,112211   443300   669911   664400   227733   336677   -- 668822   662200   1100   661100   -- 443399   117766   226633  

110055年年 11,,225500   443399   881111   771100   229977   441133   -- 772277   661111   66   660055   -- 552233   222200   330033  

110066年年 11,,223333   552233   771100   662200   226677   335533   -- 881100   770077   77   770000   -- 442233   118888   223355  

110077年年 996655   442233   554422   448811   118877   229944   -- 662244   555566   88   554488   -- 334411   111199   222222  

110088年年 779977   334411   445566   339977   116677   223300   -- 552255   445577   66   445511   -- 227722   111166   115566  

110099年年 443300   227722   115588   113344   6600   7744   -- 223366   221111   -- 221111   -- 119944   8866   110088  

--2244..66 --2200..22 --3311 --3322..77 --2244..11 --3388..33 -- --1155..44 --1133..99 --110000 --1122..88 -- --3333..33 --2211..11 --4400..77
較較上上年年
同同期期增增

減減%%

第第
二二
級級
薬薬
物物

出出
所所
人人
員員

說明明：：薬薬物物危危険険防防止止管管理理条条例例がが改改正正さされれ、、9933年年99月月11日日にに施施行行さされれ、、そそのの月月にに66,,550000人人のの再再犯犯者者がが施施設設かからら退退院院ししたた。。　　　　　　　　　　110099年年はは11月月～～66月月

戒戒治治所所收收容容人人員員

年年月月別別
((単単位位：：

人人））

收收容容人人員員 年年末末人人員員

計計

新新    入入    所所    人人    数数 実実    出出    所所    人人    数数

計計

年年
末末
在在
所所
人人
数数

第第
一一
級級
薬薬
物物

第第
二二
級級
薬薬
物物

第第
一一
級級
薬薬
物物

計計

（矯正署統計 109年版から引用）

21）　毒品戒癮治療實施辦法及完成治療認定標準第 12 条
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ウ　薬物事犯受刑者処遇

毒品危害防制條例（薬物乱用防止法）に基づく、受刑者は以下のとおりで

ある。

年年    次次 総総    計計
公公 共共
危危 険険 罪罪

殺殺 人人 罪罪 傷傷 害害 罪罪 窃窃 盗盗 罪罪 強強 盜盜 罪罪 そそのの他他のの罪罪
毒毒品品危危害害防防
制制條條例例

  ''9999年年 5577,,008888 11,,888800 22,,889988 11,,226622 55,,660077 55,,555522 1155,,441111 2244,,447788

110000年年 5577,,447799 22,,007733 22,,882277 11,,220033 55,,775522 55,,118877 1155,,118811 2255,,225566

110011年年 5588,,667744 22,,669955 22,,772222 11,,224422 55,,446600 44,,887799 1155,,336611 2266,,331155

110022年年 5588,,556655 33,,552244 22,,661111 11,,226644 55,,114411 44,,558888 1144,,661111 2266,,777766

110033年年 5577,,663333 44,,558833 22,,551188 11,,112288 44,,881188 44,,118811 1133,,773311 2266,,667744

110044年年 5566,,994488 44,,888855 22,,440066 11,,114477 44,,559911 33,,885566 1133,,006666 2266,,999977

110055年年 5566,,006666 44,,770088 22,,222255 11,,005511 44,,338866 33,,446644 1122,,449966 2277,,773366

110066年年 5566,,556600 55,,002244 22,,009911 11,,000022 44,,335599 33,,112277 1122,,665566 2288,,330011

110077年年 5588,,005599 55,,330055 22,,110077 11,,000011 44,,440077 33,,001155 1133,,441199 2288,,880055

110088年年 5566,,228899 55,,000011 22,,001111 11,,004422 33,,999911 22,,779911 1133,,556600 2277,,889933

110099年年66月月 5544,,229933 44,,558888 11,,995544 11,,001100 33,,883355 22,,663322 1133,,220011 2277,,007733

前前年年比比較較%% --55..99 --1100..77 --66..66 --11..00 --99..33 --1100..66 --55..55

說明明：：　　((11))  薬薬物物乱乱用用防防止止法法ににはは、、8877年年のの改改正正施施行行前前のの禁禁煙煙・・麻麻薬薬取取締締法法のの人人数数がが含含ままれれるる。。

　　　　　　　　  ((22))  平平成成88年年末末のの受受刑刑者者数数のの大大幅幅なな減減少少はは、、平平成成88年年77月月にに「「平平成成88年年犯犯罪罪者者減減刑刑法法」」がが
　　                がが施施行行さされれ、、減減刑刑さされれてて出出所所すするる人人がが増増ええたたここととがが主主なな要要因因ででああるる。。　　

監監獄獄在在監監受受刑刑人人罪罪名名　　　　　法務統計109

新店戒治所における薬物事犯受刑者の処遇は、３期に分け実施され、第１

期が調査・評価段階、第２期が、重点処遇段階、第３期を社会復帰準備段階

としている。調査段階の調査に基づき、個別処遇の編成や職業訓練種目が決

定される。重点処遇段階においては、集団処遇として、生活スキル向上・情

緒安定化支援、薬害教育・心理カウンセリング、モチベーション育成・問題

解決能力の向上、解毒治療・再使用予防教育等を実施している。併せて、職

業技能育成として、中華軽食・中華麺指導、自動車清掃、自転車修理、伝統

工芸などの技能付与を実施している。また、音楽、書道、舞踏等にも力を注ぎ、

自己有用感の育成に努めている。社会復帰準備段階では、薬物乱用防止セン

ターや、公私の治療病院の紹介、宗教団体施設との連携など、対象者の予後
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のフォローアップに力点を置いている。

このように、国と地方政府が協働的に薬物事犯者へ対応するシステムが形

成されているが、矯正機関として薬物治療を実施している施設は４か所に過

ぎず、スタッフも限られている実状にある。勒戒期間の２月での薬物使用継

続性の有無に関する評価について、エビデンスベイスドが確立されていると

は言い難いものがあること。また、戒治期間最大１年での薬物離脱指導の有

効性の検証或いは地方行政及び民間治療団体との協働的連携が数値化されて

いない（少なくとも行政院広報にはない）ことへの懸念がある。

矯正施設での治療期間の終了後、治療を受けていた人がまだ薬物使用のリ

スクがある場合、治療を継続させる法的規定はない。薬物乱用防止センター

のみが非強制的追跡支援サービスを提供するが、これらの薬物中毒者に治療

を受けさせるための主体的根拠が乏しく、薬物離脱の実効性を期待すること

は現状では厳しいものがある。また、薬物事犯者の立場から見た場合、通常

裁判から実刑が予測される場合に「薬物使用を認める」ことにより、起訴を

回避するため、安易に検察官に迎合する危険性がないか、更に薬物依存があ

るかどうかは医療専門家の判断が必要であるが、複数オピニオン制になって

いないことなど、改善すべき事項は少なくない。

Ⅳ　新店戒治所における治療処遇

１　新店戒治所の沿革

これまで説明したように、中華民國では、従前、薬物犯罪者は普通の犯罪

者として扱われ、実刑判決を受けていたが、薬物問題やそれに関連する社会

問題を効果的に解決することはできなかった。 1987 年には、「毒品危害防制

條例」（薬物乱用防止法）が改正され、薬物犯罪者を「病的犯罪者」と指定

し、薬物乱用を病的行為として治療を行うことや、第一級・第二級薬物犯罪

者に対する本来の矯正措置を「勒戒」（解毒治療と観察）と「戒治」（強制治療）

に置き換えることなどが定められた。 また、1997 年には上記法律が改正さ

れ、「起訴猶予代替治療」が盛り込まれ、薬物依存症治療と生活支援方策のデュ
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アルトラック制に移行した。

新店戒治所は、新北市新店区安坑に所在する薬物治療を主業務とする矯正

施設である。臺北地方檢察署ほか６地方檢察署からの治療処分者を受け入れ

る。また、臺北監獄（刑務所）新店分監（支所）の機能も受け持つ施設である。

前身は、1,945 年国防部が設置した「臺灣軍人監獄」であり、1952 年現在

地に移転し、「国防部新店監獄」と改称した。その後、1991 年毒品危害防制

條例の施行に伴い、法務部が士林戒治所を設置したものの、同所が環境影

響評価に適合しないため、2001 年に新店の軍刑務所を転用移転し、2011 年

法務部矯正署設置に伴い「法務部矯正署新店戒治所」改称したものである。

2008 年緩起訴制度の導入により、勒戒、戒治及び徒刑の対象者を収容する施

設となった。

組織は、所長、副所長及び秘書幹部職員のもと、行政支援部門として人事

室、政風室、會計室及び統計室の４室、矯正事業部門として社工科、輔導科、

戒護科、衛生科及び総務科の５科で組織されている（法務部戒治所組織通則）。

２　治療モード

新店戒治所等の治療専門施設では、対象者の法的地位に基づき、勒戒（解

毒治療と観察）対象者と戒治（強制薬物治療）処分者及び薬物事犯受刑者の

３態様となっている。

勒戒対象者には、身心の状況及び薬物依存の継続性の傾向に関する評価を

実施する。戒治処分者については、心理的な薬物依存性を低減し、依存症治

療の正確な習得と依存症克服への動機付けを行うことを主眼としている。ま

た、薬物事犯受刑者については、薬物治療の受入姿勢の育成、カウンセリン

グプログラムの推進による依存症治療の効果を上げることを目的としてい

る。いずれの対象者についても専門的な治療と依存症克服のための各種ツー

ルの付与により、断薬効果を高め円滑な社会復帰を目指そうとしている。

戒治所での治療は、毒品危害防制條例（薬物乱用防止法）に適合するもの

でなければならず、依存症治療のための措置、治療の進捗の観察と評価に加
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え、就労、居住及び福祉資源の統合による専門的な治療プログラムを提供す

るものとなっている。

2006 年からは、衛生福利部が主管する医療ユニットと連携し薬物離脱治療

を提供している。プログラムの骨格は、一般処遇課程と専門処遇課程の二本

立てであり、その他の付加課程として、技能訓練課程及び社会資源の統合が

用意されるとともに、処遇経過のカンファレンスが実施されることとなって

いる 22）。

（１）　一般処遇課程

勒戒措置の場合は、２か月の治療と観察を実施し、薬物依存の物質的な危

険性の理解を深め、薬物離脱意識の涵養や健康養育に重点を置くものとなっ

ている。

戒治処分の対象者については、６か月から１年未満の期間で、法務部のガ

イドラインである「戒治所實施階段處遇課程應行注意事項」に基づき、「調

整期」、「心理療法期」及び「社会復帰期」のフェーズに区分し、調整期では、

対象者の体力回復、耐性の育成に重点を置き、薬物から離脱する自信の獲得

を目指す。心理療法期は、薬物離脱の動機付け強化、更生意欲の向上を狙い

としたプログラムであり、薬物への心理的依存を払拭することを目的として

いる。最後の社会復帰期では、対人関係や就労環境での問題解決スキルの育

成、社会の中での相談期間への継承等により、再使用の防止に重点を置いた

内容となっている。

薬物受刑者に関しては、「新入評価調整期」、「集中治療期」及び「社会復

帰準備期」に区分し、断薬のモチベーション育成、気分の安定化、ストレス

管理及び感情統制などの心理的な治療処遇を実施するとともに、再使用防止

の技能訓練や家族支援に関する指導を行っている。

22）　別添資料２～４に勒戒、戒治、受刑の処遇フローチャートを掲載している。
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（２）　専門処遇課程

新店戒治所の治療スタッフは、医師、看護師、心理士等の有資格者や国家

試験合格者の専門家により実施されている。医学、心理学、教育学及び社会

学な幅広い知見を集合し、対象者の個々のニーズに適合した治療計画を策定

し、治療の各段階で、カンファレンスを行いその評価により、法的身分の変

更もあり得るシステムとなっている。

また、対象者の心理的課題や治療処遇による変化を集団的治療へ引き継ぐ

ことも視野に入れている。対象者の法的身分や薬物依存の進行度により、ケー

スマネージャーが割り当てられ、個別に治療計画を策定することになってい

る。その計画に基づき、個別カウンセリングやグループワーク等がセットさ

れる。退所前には、最低６回の個別セッションと２回のグループワークが行

われる 23）。新店戒治所は、他の戒治所と異なる個別処遇として、「催眠療法」

を心理療法の１ツールとしてプログラム化している。専門の精神科医が担当

し、認知化できない本人のトラウマ対処法等を引き出している。

集団治療では、「生活適応・情緒支援」、「疾病衛生・精神衛生」、「感情統制・

問題解決能力」、「不眠症治療・リラクゼーション」、「依存症克服・再犯防止」、

「対人関係・ジェンダー意識」、「家族関係・家族療法」、「キャリアプラン・

ライフスキル」及び「自己肯定感・自己確定」等の支援プログラムを受講す

る。ワークセッションは、１回２時間以内、週１回、１人８～ 12回のセッショ

ン参加が要求されている。

（３）　その他の課程

ア　技能訓練課程

対象者の出所後生活の万全を期するため、就業や起業に関する支援を行う

もので、新店、三重、板橋等の就労支援センターや職業訓練センターから担

当者を招き、各種の講座を実施している。技能実習では、各種機器のオペレー

ター資格取得、専門職資格の習得を行っている。また、ガーデニング、調理、

23）　参観時の所長説明では、各セッションの受講率は 90％以上とのことであった。
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自動車清掃、自転車修理の外、アートワーク、書道、瞑想、歌唱及びダンス

教室を開催し、趣味や余暇の善用にも工夫を凝らしている。

イ　社会資源の統合

各種治療やカウンセリングの充実強化のため、民間の団体や各分野の有識

者との連携・協働を積極的に取り入れ、医療、文化、職業及びレクリエーショ

ン活動等のバリエーション拡大する取組も行っている。

具体的な例としては、　①宗教カウンセリング、②更生保護団体との連携、

③職業スキルの向上、④医療支援・補助事業及び⑤ボランティア活動である。

宗教カウンセリングとは、カトリック、プロテスタント、天園弥勒寺等の団

体による集団又は個別の教誨である。更生保護団体との連携は、居住や家族

調整に関する支援を受けられるもので、就労前の就労相談なども含まれてい

る。職業スキルの向上では、新北市職業訓練部や新店・板橋雇用機構がキャ

リアップ支援や就労情報提供を行っている。医療支援・補助事業では、新北

市薬物乱用防止センター及び保健所などが個別のカウンセリングなどを行っ

ている。最後のボランティア活動は、社会との連帯・紐帯の体感的獲得を狙

いとして、地域の清掃活動や花壇の整備等を担っている。また、春華電信台

北支社等の企業もボランティアの引き受け企業となっている。

（４）　追跡支援

戒治所を退所した後のフォローアップ事業は、法律で義務付けられてい

る 24）。退院後、施設での相談員が、定期的に電話での確認作業を行うことと

しており、退所後１月程度経過した後に第１回目の電話相談を行い、その１

月以上経過後に第２回目、またその１月以上経過後に第３目のフォローアッ

プを行うこととしている。このフォローアップのポイントは、①居住に関す

る事項：対象者は住居を確保出来ているかどうか、単身生活か家族と同居か、

家族との関係は円満か否か等である。また、②就労に関する事項：安定した

24）　毒品危害防制條例第２条の１第４号「四、提供或轉介施用毒品者接受戒癮治療
及追蹤輔導」
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雇用か否か、就労していない場合、職業訓練等の情報を提供するとともに雇

用機構へ引き継ぐ。③社会適応に関する事項：対象者の経済的状況、身心の

状態及び出所後の身上の安定度の確認等がその内容となっている。

（５）　その他

上記の薬物治療の基本的なガイドラインは、法務部「戒治所實施階段處遇

課程應行注意事項」（治療施設における治療カリキュラムの注意事項）に基

づいて実施される。内容的には、動機を刺激し、常習者のリハビリ意欲を高

めることに重点を置くことを指示するとともに、治療コースの内容は人生の

ルールを強調すべしとし、規律遵守の精神を養うことを要請しており、純粋

な医療目的とは趣旨を異にしている。

それぞれの施設の治療処遇が終了し、起訴されることなく社会生活に移行

した場合の社会内支援は、「毒品危害防制中心」（薬物乱用防止センター）が

行うこととなり、衛生福利部指定の薬癮戒治機構（病院）及び代替治療執行

機構（民間クリニック等）に引き継がれる。

同センターの主管は地方政府であるが、各行政機関や民間団体との連携調

整を図るため、「地方毒品防制業務跨局處整合平台」（地域の薬物乱用防止事

業者のための局間統合プラットフォーム）が用意されており、24時間電話相

談対応、家族支援及び地域社会ケア支援等へアクセスできる制度設計がなさ

れている 25）。

３　監獄行刑法上の位置づけ

民國 35年（1946 年）公布の監獄行刑法（刑務所執行法）第６章教育文化余暇、

第 40条では、適正な教育を受けることとし、入所時の調査及び処遇の計画

25）　修正「新世代反毒策略行動綱領」（核定本）行政院 106 年 ７ 月 21 日院臺法字
第 1060181586 號函核定　26 ～ 28 頁 

「109 年度 毒品危害防制中心 工作暨」衛生福利部補助 辦理 藥癮 者處遇計畫說明書
108 年 12 月　８頁
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に基づいて教育を実施するとしている。当然に本件事件の反省も含まれてい

る。民國 64年（1975 年）監獄行刑法施行細則（刑務所執行法施行令）第 11

条により、処遇計画は、刑務所の調査委員会により決定するとしている。同

第 29条では、個別及び集団の指導、グループワークを実施し、その記録を

保存するよう指示している。また、第 30条では、外部の団体や私人を招聘

して敎育を充実するよう規定している。

毒品危害防制條例（薬物乱用防止法）第３条では、本法の各規定は、刑務

所（少年施設及び軍刑務所を含む）における処遇にも適用があるとし、同 27

条では、法務部、國防部所管の刑務所・拘置所に付設される理学療法施設、

付属病院で薬物依存症回復治療を実施すること、また、地方政府に所属する

病院が民間の医療機関に治療を委託した場合、これらの機関が責任を負うこ

とを規定している。

各刑務所では、衛生健康分野の業務として、衛生福利部の主導のもと各地

の衛生局が衛生教育を実施するが、その一部に薬物離脱指導が組込まれてい

る。また、薬物事犯者へは尿検査を行う等、対象者への物理的な意識化を想

定した指導も実施している 26）。

26）　法務部矯正署臺北監獄「爲民服務白皮書」二、醫療衛生（二）衛生工作参照
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矯矯正正施施設設薬薬物物事事犯犯收收容容人人員員 単単位位：：人人

男男性性 女女性性 男男性性 女女性性 男男性性 女女性性 男男性性 女女性性 男男性性 女女性性

新新 入入 所所 人人 員員 66,,665544 11,,006600 55,,771133 11,,000077 44,,226600 775511 33,,225500 553366 11,,337722 221177

出出 所所 人人 員員 1100,,332211 11,,335500 88,,884433 11,,224444 66,,770077 11,,000055 55,,110011 666622 22,,115588 228866

月月 (( 年年 )) 末末 在在 所所 人人 員員 883311 111188 559911 111111 442299 6655 331133 5566 228822 4433

新新 入入 所所 人人 數數 662288 8822 552255 9955 441155 6666 334488 4499 111188 1166

出出 所所 人人 數數 552266 8855 662222 8855 446688 8888 339966 6611 118899 2222

月月 (( 年年 )) 末末 在在 所所 人人 員員 446600 6633 335511 7722 229933 4488 223366 3366 116644 3300

新新 入入 監監 人人 數數 99,,669988 11,,330077 1100,,228855 11,,551122 99,,662255 11,,443355 99,,223366 11,,336622 44,,007744 770000

出出 監監 人人 數數 99,,118822 11,,336655 1100,,000033 11,,440000 99,,553355 11,,445555 1100,,335522 11,,556677 55,,004422 777722

月月 (( 年年 )) 末末 在在 所所 人人 員員 2244,,444455 33,,229911 2244,,883344 33,,446677 2255,,225577 33,,554488 2244,,446666 33,,442277 2233,,669944 33,,337799

說明：毒品罪包含毒品危害防制條例、肅清煙毒條例及麻醉藥品管理條例。

勒勒
戒戒
所所

戒戒
治治
所所

刑刑
務務
所所

項項    目目    別別
民民國國110055年年（（22001166）） 民民國國110066年年（（22001177）） 民民國國110077年年（（22001188）） 民民國國110088年年（（22001199））

民民國國110099年年11--66月月
((22002200))

法務統計 109年版監獄在監受刑人罪名表で分かるように、全受刑者の 50％

程度が薬物事犯者であり、必然的に現在の中華民国における刑事政策の重大

関心事は、「薬物対策」である。2017 年に行政院において採択した「新世代

反毒策略」は、2020 年までに刑罰に依らない代替ケアを 20％以上に引き上

げることを目標としている。薬物事犯者を「患者」と位置付け、観察解毒処

置（勒戒）と強制治療（戒治）を導入し、その進捗を図った。しかしながら、

依然として受刑せざるを得ない実情が改善されてはいない。勒戒及び戒治対

象者のうち、2008 年では 537人、2017 年では 1,646 人が当該措置を取り消さ

れている（実に 206.5％増）。

新店戒治所と合わせて視察した「臺北監獄」（台北刑務所）は、中華民国

の基幹刑事施設であり、７委員会、６科・５室、１分監で組織される大規模

施設である。同所では、調査分類科において、教育処遇及び保護に関する事

項を所管し、受刑者の個別的な処遇指針を策定する。その処遇指針において

「薬物依存症対策」が必要とされた場合、衛生科において薬物依存症からの

離脱指導、カウンセリング等の治療的指導を実施することとしている。同所

の収容定員は、3,401 人であり、10％強の過剰収容状況が続いている。特徴
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的な処遇として、作業科では、絵画、陶芸等の伝統工芸訓練、園芸訓練や調

理訓練による自立に向けたスキルアップトレーニングを実施している。また、

教育科においては、音楽やダンス（京劇を含む）等の治療的指導を積極的に

行っている。因みに、同所 2019 年薬物事犯受刑者は、1,395 人であり、率に

して 39.3％（全国平均より少ないが、同所の最大ウェイト。）である 27）。

薬物事犯者の高率収容は、代替治療や起訴猶予（緩起訴）による治療志向

の各種施策を実施しているにも拘わらず、違法薬物の再犯・再使用が後を絶

たない実情を示している。

４　指定藥癮戒治機構作業要點（指定薬物依存症治療施設運営指針）

中華民國 96年（2007 年）５月 21日衛署醫字第 0960202286 號公告によると、

毒品危害防制條例第 21条に係る医療施設は、①中核薬物治療病院、②薬物

治療病院、③薬物治療診療所の３種とし、①では、依存症治療、心理療法及

び作業療法のサービス等を提供する。また、中核病院は、他病院の職員への

依存症専門研修を実施している、②では、①同様の治療サービスを提供する。

②で勤務する職員は、①での研修を８時間以上受講する義務がある。

③は、薬物治療の外来サービスを提供する。この施設の治療スタッフも①

での８時間以上の研修が必要となっている。①～③の指定有効期間は、３年

間となっている。有効期限前６か月目に管轄保健所が地方衛生署へ推薦する

形となっている。

中華民國の医療保険制度は、民國 84年（1995 年）に改正され、国民皆保

制度となっている。2004 年には全国民の 99％を包摂したとされている。日

本と異なり「Single-payer」制であり、「中央健康保健署」が一元管理してい

る。全民健康保険証、身分証、運転免許証の番号が統一されており、病院の

カルテは電子化され、衛生福利部が統合データベースを管理している。

矯正施設被収容者についても、民國 102 年（2013 年）に矯正施設入所期

間２か月以上の受刑者、保安処分対象者等も全民健康保険に加入しなければ

27）　法務部矯正署臺北監獄統計「收容現況及特性」３頁共７頁
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ならなくなった。受刑者は全民健康保険料負担比率表で、第４類に指定され

ているが、負担率は全額政府となっている 28）。しかしながら、薬物依存症治

療（アルコール・ニコチンを含む）は保険適用外となっており、勒戒・戒治

も本人の同意を必要とし、原則本人負担で治療が開始される。衛生福利部で

は、民國 109薬物中毒治療費年間加算制度を計画し、2020 年１年間は、公的

予算及び薬剤管理基金から治療助成金を拠出することとしている29）。これは、

薬物依存症治療の普及と依存症者の早期発見・早期改善を目指すための施策

である。経済的理由により、治療拠点へアクセスできない人を減らし、薬物

対策の実効性を高めることを目的としている。

Ⅴ　まとめ

１　日本の薬物対策との比較

我が国の薬物対応法令は、刑法（明治 40年法律第 45号）第 14章、覚せ

い剤取締法（昭和 26年法律第 252号）、大麻取締法（昭和 23年法律 124号）、

麻薬及び向精神薬取締法（昭和 28年法律第 14号）、あへん法（昭和 29年法

律第 71号）、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律（昭和 35年法律第 145号）等により規定されている。

我が国における本格的な薬物対策は、1945 年から開始されたと考えらてお

り、これは第二次大戦における軍の薬物使用及び終戦後の軍保管薬物の流出

が薬物蔓延の契機となったことに起因する。薬物は暴力団の収入源として大

きな存在となり、台湾をはじめ東南アジアからヘロインの密輸が急増してい

く。また、市販薬の睡眠薬や鎮痛剤の乱用による精神障害等が浮上し、薬事

法の改正（「要指示薬品」指定による販売の厳格化）となった。1967 年以降

は、若者が有機溶剤の吸引による不適応を引き起こすなどの社会問題が発生

した。1972 年に「毒物及び劇物取締法」が改正され、有機溶剤の販売規制が

図られた。また、同時期以降は覚せい剤、幻覚剤、コカイン等の乱用が多く

28）　2018-2019 全民健康保險年報　16 頁
29）　衛生福利部 109 年度藥癮治療費用補助方案　１～７頁
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なり、種々の法改正が実施された。これらは、事象に対応した後手の対処法

であり、根本的な対策と言えない。更に、1990 年代には脱法ドラッグが次か

ら次へと出現し、薬事法の数度の改正が実施された 30）。

薬物中毒に関する法律は、主に３種類に分かれ、違法薬物それぞれの使用

に対して、罰則や刑罰が決められている。覚せい剤、麻薬使用は 10年以下

の懲役刑、シンナーなどの有機溶剤は１年以下の懲役刑、または 50万円以

下の罰金刑等となっている。

厚生労働省の対応としては、①国立精神・神経センターを設立し、薬物依

存症者の治療に取り掛かった。②各都道府県や政令指定都市に設置されてい

る精神保健センターの機能を強化し、相談業務や社会復帰支援を行うように

なった。

警察関係では、薬物供給の遮断、需要の根絶、国際協力の推進を掲げ、密

輸の取締強化を実施した。また、海上保安庁、入国管理局（現在入国管理庁）

等と連携し、コントロールデリバリー（泳がせ捜査）等の手法も導入している。

文部科学省は、1998 年に薬物乱用対策推進本部が「薬物乱用防止５ヵ年戦

略」を策定、その後、2003 年に新たに「薬物乱用防止新５ヵ年戦略」を発出し、

学校での薬物乱用防止教育等を行っている。

政府は、1970 年に「薬物乱用対策推進本部」を総理府に設置し、省庁間の

調整を行った。更に、薬物対策の重要性に鑑み、1999 年閣議決定をもって、

内閣に「薬物乱用対策推進本部」を設置し、薬物に対する強力な取締り、国

民の理解と協力を求めるための広報啓発その他総合的かつ積極的な施策を行

うこととした。2010 年には、薬物乱用対策推進本部は、犯罪対策閣僚会議の

下に統合され、内閣府特命担当大臣（薬物乱用対策）を議長とする「薬物乱

用対策推進会議」となった。現在、第三次薬物乱用防止五か年戦略が展開さ

れている 31）。

30）　平成 23 年には、指定薬物を包括指定するという新方式により、類似の構造の
薬物を一括で規制できるようになった。

31）　第五次薬物乱用防止五か年戦略　平成 30 年８月　薬物乱用対策推進会議
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しかしながら、本戦略は、密輸の防止、犯罪者の取締や啓蒙活動に力点

がおかれ、依存症者への治療や社会再統合に関する部分は脆弱なものと言え

る 32）。2016 年度診療報酬改定において、基準をクリアした「依存症集団療法」

には、診療報酬が支払われることとなったが、現在 36の精神科病院と 35の

精神保健福祉センターにおいて治療が実施されているに過ぎない。

２　中華民国の薬物対策が示唆するもの

行政院「新世代反毒策略」は、我が国の「薬物乱用防止五か年戦略」に対

応するものと言える。しかしながら、根本的に異なる点は、その組織化を明

確にしている点である。司法、保健、警察、福祉、教育及び労働等の各部（省）

との連携・調整を具体化・組織化し、薬物事犯者治療については、矯正施設

と中核病院との関係を強化している。矯正施設から退所した後のフォロー

アップや継続治療の在り方も機能的である。勒戒・戒治処分については、矯

正施設に付設した治療施設であっても、囚人としての法的身分ではなく、治

療を受けるものとの位置づけであり、新鮮なスタイルと言える。勒戒はあく

までも薬物の継続使用の可能性をアセスメントするものであり、戒治は継続

使用の可能性がある者を１年程度、集中治療を行うもので、双方とも本人の

同意を得て実施できるものである。我が国の医療観察法にも似ているが、薬

物使用による依存症者のみを対象としていることから、似て非なるものと言

える。法制度上、中華民国では刑法に保安処分が規定されていることから、

矯正施設に付設した施設での治療処分について、違和感がないものと思われ

る。

我が国の刑事施設では、平成当初ころから「処遇類型別指導」が実施され、

平成９年には、74施設で「覚せい剤乱用防止教育」が、39施設で「酒害教育」

が実施され 33）、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成 17年

32）　上記戦略は、５目標あり、総頁数 36 頁であるが、治療に関する部分はわずか
１頁であり、医療提供体制の強化を図るとしているが、実施細目、具体例は記載さ
れていない。

33）　犯罪白書平成 16 年版第３章第２節「覚せい剤受刑者」参照
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法律第 50号）施行以後は、「特別改善指導」のうち『薬物依存離脱指導（R

１）』となり、１単元 60～ 90分、全２～ 12単元、標準実施期間は１～６か

月というもので、対象者の依存度、再使用のリスク程度により、必修プログ

ラムのほか、専門・選択プログラムを組み合わせて実施している 34）。しかし

ながら、平成 20年度総務省行政評価結果報告を見ると、「平成 20年の１年

間で、薬物依存離脱指導を受けないまま施設を出所した者が、４施設合計で

96人（25.8％）みられた。」、「調査した 13刑事施設においては、薬物依存が

認められ、R１指定者とされているにもかかわらず、薬物依存離脱指導を受

けないまま出所する受刑者が多数みられる状況となっている。」と指摘して

いる35）。薬物依存症離脱プログラムを用意し、またNN、ダルク等の自助グルー

プとの連携などもセットさせているが、必要とされる対象をカバーしきれて

いないと思われる。本調査以降に同種の外部調査が行われていないことから

その後の改善度合いは不明である。法務年鑑平成 30年によると、R１受講

開始人員は 9,728 名であったとしている。同年の矯正統計年報の覚せい剤取

締法違反等の年末人員は、11,287 人（同罪等の新収容人員は 4,902 人）であり、

受講人員と年末受刑人員の開差は、559人となる。数字のみの判断では、平

成 20年当時と比較すれば大きく改善していると言える。

問題は、矯正施設退所後のフォローアップがなされているかどうかである。

現在は、刑の一部執行猶予制度の導入（平成 26年６月）により、保護観察

期間中の薬物離脱プログラム受講が義務化されるなどもあり、施設内指導と

社会内指導に連携もみられるが、地方自治体や民間団体との協働化が進んで

いるとは言えない実情にある。平成 27年には、法務省保護局・矯正局、厚

生労働省社会・援護局障害福祉部連名の「薬物依存のある刑務所出所者等の

支援に関する地域連携ガイドライン」が発出され、支援対象者や支援の内容

等について定義されたが、対象者の医療的ケアの情報提供、緊急時の入院支

34）　「改善指導の標準プログラムについて」（平成 18 年５月 23 日付け矯成第 3350
号矯正管区長・行刑施設の長あて矯正局長依命通達）

35）　総務省行政評価平成 20 年度「薬物の乱用防止対策に関する行政評価・監視－
需要根絶に向けた対策を中心として－結果報告書」第２行政評価・監視結果 33 頁
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援或いは初犯執行猶予者への治療・支援計画の策定、また、地域生活定着支

援センターと精神保健福祉センターや福祉事務候との役割分担の不明確さな

ど運用面での制約が少なからず存在する。

中華民国では、毒品危害防制中心（薬物乱用防止センター）が司令塔及び

連絡調整の役割を担い、予防教育担当（教育部監督「預防宣導組」）、保護支

援担当（衛生福利部監督「保護扶助組」）、治療紹介担当（衛生福利部監督「轉

介服務組」）及び総合企画担当（法務部・内政部監督「綜合規劃組」）が夫々

の役割を発揮するとともに、地方自治体と連携しながら総合的に薬物依存症

対策を行っている。また、受刑者の健康管理一般を含め、刑事施設付設病院

における薬物依存症治療に関する業務も衛生福利部の主管とするなど、予算

及び人的資源の有効な活用を可能としている。

しかしながら、薬物事犯者の再犯率は依然として高く、薬物事犯者の仮

釈放取消人を見ると、民國 97年 318 人、98 年 364 人、99 年 586 人、100 年

660人となっており、累増している 36）。また、薬物事犯者の薬物再犯率は、民

國 104 年 59.0％。105 年 55.4％、106 年 46.1％（出所後３年未満まで）107 年

30.0％（同２年未満まで）と高率のリターンである 37）。

薬物依存症対策の難しさを現す数値である。我が国の覚せい剤取締法違反

者の同一名再犯者率は、平成 22年以降 60％台であり、かつ年々増加し平成

29年では 66.2％となっている 38）。北欧、オーストラリアやカナダで導入され

ている「ハームリダクション」を導入する是非については、種々の論議があ

るが、総合的な薬物事犯者対策の一環として検討する余地があるものと思わ

れる。薬物は止め続けることの困難性や長期間断薬した後においても、何か

の契機による再使用に至ることが多々ある。

これまで台湾（中華民国）の薬物事犯者対策を概観してきたが、国と地方

自治の協働、行政機関同士のコラボレーションなどの施策やシステムが重層

36）　法務部法務統計年次報告書 107 年表４-14. 監獄核准　164 頁
37）　法務部統計毒品案件統計分析 109 年 11 頁
38）　犯罪白書平成 30 年版第５編第２章３　 5 - 2 - 1 - 4図参照
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化かつ円環化されおり十分参考となるものである。特に刑事施設に付設する

治療施設は我が国にはないシステムであり、省庁横断的な研究が望まれるも

のと思料する。また、、毒品危害防制中心（薬物乱用防止センター）の指導

のもと、実質的な役割を地方政府が担う中華民国のシステムは、日本の再犯

防止推進法（平成 28年）の施策の具体化についても参考となるものと言える。

国交のない状態にることから、互いの行政機関ごとの調査・連絡作業には

制約があるものと思われるが、学術的な分野或いは産業技術的な分野として、

「薬物対策」に関する台湾（中華民国）との交流が深まることを望むもので

ある。
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1 

別別添添資資料料１１  薬薬害害防防止止条条例例のの策策定定  

↓↓  

刑刑  事事  政政  策策  

第第１１回回目目のの逮逮捕捕（（施施設設内内治治療療））          第第２２回回目目のの逮逮捕捕（（施施設設内内治治療療））  

（（病病囚囚））（（統統合合モモーードド））➙➙（（治治療療施施設設））    （（囚囚人人））（（モモララルルモモーードド））→→（（刑刑務務所所））  

（（負負のの関関係係））   ↓↓        （（正正のの関関係係））  

11..留留置置所所にに併併設設  

22..他他のの被被告告とと事事実実上上隔隔離離さされれ

てていいなないい

33..専専門門的的なな医医学学的的知知性性ががなないい

44..人人手手不不足足

55..応応急急処処置置用用具具のの不不備備

勒勒戒戒処処分分  

（（解解毒毒治治療療観観察察））  

11..独独立立機機関関のの設設置置

22..十十分分なな医医療療従従事事者者とと設設

備備

33..職職員員はは専専門門的的なな研研修修をを

受受けけるる

44..十十分分なな保保安安能能力力とと環環境境

のの確確保保

↓↓  

11..検検察察庁庁のの送送致致遅遅延延

22..裁裁判判所所のの判判決決のの猶猶予予

33..解解毒毒治治療療施施設設ととのの相相互互

作作用用のの悪悪ささ

執執行行力力のの連連動動  

11..検検察察庁庁のの迅迅速速なな移移送送

22..迅迅速速なな判判決決

解解毒毒治治療療施施設設ととのの連連携携がが

良良いい。。

↓↓  

11..刑刑務務所所にに併併設設  

22.. 効効果果的的にに他他のの囚囚人人とと隔隔

離離さされれなないい。。

33..職職員員はは専専門門的的なな医医学学的的知知

性性をを持持っってていいなないい

44..人人手手不不足足・・医医療療機機器器不不足足

55..応応急急処処置置用用具具のの不不備備

66..身身体体トトレレーーニニンンググのの不不足足

77..ススキキルルトトレレーーニニンンググのの不不備備

88..教教育育・・訓訓練練のの不不備備

99..無無宗宗教教団団体体がが進進出出

戒戒治治処処分分  

（（強強制制治治療療処処分分））  

11..独独立立ししたた施施設設のの設設置置  

22..医医療療人人材材・・設設備備がが良良いい  

33..ププ専専門門知知識識のの研研修修訓訓練練をを  

受受けけるる。。  

44..十十分分なな保保安安体体制制とと環環境境のの  

確確保保ががああるる。。  

55..十十分分なな体体力力トトレレーーニニンンググ  

66..十十分分なな技技能能訓訓練練  

77..適適切切なな教教育育訓訓練練  

88宗宗教教団団体体がが協協力力  

↓↓  

11..集集中中解解毒毒治治療療のの監監督督がが不不十十分分  

22..地地域域治治療療のの有有効効なな活活用用ががなないい  

33..警警察察当当局局のの効効果果的的なな取取締締りりとと  

追追跡跡のの失失敗敗  

44..電電子子制制御御をを実実施施ししてていいなないい  

55..効効果果ののなないい追追跡跡支支援援 

社社会会復復帰帰  

（（追追跡跡支支援援））  

11..集集中中的的なな被被処処分分管管理理者者  

22..地地域域治治療療のの効効果果的的なな活活用用  

33..警警察察当当局局にによよるる効効果果的的なな管管

理理とと追追跡跡  

44..電電子子モモニニタタリリンンググのの実実施施  

55..宗宗教教団団体体にによよるる効効果果的的  

ななカカウウンンセセリリンンググ  

↓        ↓ 

高高再再犯犯率率  低低再再犯犯率率  

 実実践践技技術術  

段段段段階階的的検検討討  

刑刑
事事
政政
策策

強強
制制
治治
療療

方方
式式

担担
当当
単単
位位

多多
機機
関関
連連
携携

解解
毒毒
治治
療療

観観
察察

強強
制制
治治
療療

処処
分分

追追
跡跡
支支
援援

立立法法政政策策  

段段階階的的考考察察  
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